予算要求資料
令和２年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：工鉱業振興費
	事業名　商工労働部政策検討調整費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　商工労働部　商工政策課　政策企画係　電話番号：058-272-1111（内3044）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail　：c11351@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　　　1,459千円（前年度予算額：1,548千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	1,548
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,548

	要求額
	1,459
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,459

	決定額
	1,459
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,459


２　要求内容
（1） 要求の趣旨（現状と課題）
・県経済については、一部に明るい兆しが見え始めているものの、依然として先行き不透明な状況にあることから、県経済の急激な変動時等に、県内経済団体の代表者等から、各界の景気動向、課題、県の産業政策の方向性などについて率直な意見を伺う場が必要
・県の産業・商業振興や中小企業等の支援に係る地方創生の諸課題に、協定締結企業等と連携して取り組むことで、地域の活性化及び県経済の発展に向けた取組みを進めており、その取組みを県内へ普及させるためには、セミナーや意見交換等の開催により、広く周知・展開する場が必要
（２）事業内容

　①有識者会議の開催
・県内経済団体、産業界及び労働界の有識者等で構成

　　・県経済の動向や産業政策の実施状況を踏まえ、課題の解決や新たな対策    　の必要性について議論
②協定締結企業等との連携によるセミナー・意見交換等の実施

・地域社会の活性化に関すること、産業・商業振興に関すること、中小企業等の支援に関すること、県内観光・物産のＰＲに関すること、県内企業の人材育成に関すること等の施策や課題についてセミナーや意見交換を実施
（３）県負担・補助率の考え方

　　・有識者会議は、県の要請により開催するものであり、県負担は妥当
　　
（４）類似事業の有無
　　・本県には、産業政策について意見交換を行う類似の会議はない。
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	　　 428
	講師・パネリスト等謝金

	旅費
	　　 411
	講師・パネリスト等費用弁償、業務旅費

	需用費
	　　  48
	事務用消耗品購入費、会議用弁当・飲み物代

	役務費
	      20
	郵便料、電話料

	使用料
	     330
	会場借上料

	負担金
	222
	連携協定に基づく行事開催時の県負担金

	合計
	   1,459
	


	　決定額の考え方　




事業評価調書（県単独補助金除く）
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
（１）有識者会議

　　　県内経済団体の有識者等からなる有識者会議を開催することにより、県内の景気動向を的確に把握し、効果的な産業政策の立案につなげる。
（２）協定締結企業との連携による意見交換・セミナー等
　　　協定締結企業との連携により民間のノウハウや知見を活かした意見交換やセミナー等を開催することで、地域の活性化や県の産業・商業振興、中小企業等の支援につながる取組みを促進する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	有識者会議は、必要の都度開催されるものであり、事業目標の達成度を定量的な指標で表すことができないため。 


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

（１）有識者会議
　　　　岐阜県成長・雇用戦略意見交換会を１回開催予定(秋～冬)
（２）協定締結企業との連携による意見交換・セミナー等
外国人材受入れ対応セミナーの開催（５月）
岐阜県創生研鑽会による提言活動（年間）


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

（１）有識者会議

　　　「岐阜県成長・雇用戦略意見交換会」の開催を通して、県経済の現状等を把握することで、岐阜県成長・雇用戦略の更なる発展につながる改定ができると見込まれる。

（２）協定締結企業との連携による意見交換・セミナー等
「外国人材受入れ対応セミナー」の開催を通して、人手不足に悩む中小企業の経営者が外国人労働者の雇用管理制度について学んだ。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
○
	（１）有識者会議
　　　景気は緩やかに回復しつつあるが、県内中小企業の多くは、　　まだ景気の回復を実感できないなど、依然として県経済の先行きに不透明感が漂っていることから、今後も県経済の急激な変動等にあわせて随時開催する必要がある。
（２）協定締結企業との連携による意見交換・セミナー等
　　　経済・社会環境の急激な変動に対応した産業・商業振興や人材育成に係る地方創生に取り組むため、意見交換や有識者による講義を受ける場を設ける必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
○

	（１）有識者会議
　　　県内の景気動向を的確に把握し、効果的な産業施策の立案　　を行うためには、行政関係者だけでなく、県内経済団体の代表者等の有識者を招聘して会議を開催するのが有効である。
（２）協定締結企業との連携による意見交換・セミナー等
協定締結企業のノウハウや知見を活用することで、中小企業等の実情にあった意見交換やセミナーを開催している。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
○
	（１）有識者会議
　　　定例開催ではなく、県経済の急激な変動等にあわせて随時開催することとしている。
（２）協定締結企業との連携による意見交換・セミナー等
　　　協定締結企業のネットワークを活用することで、中小企業等への幅広い周知と参加を図っている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
（１）有識者会議
　　　県経済の先行きが不透明であることから、今後も県経済の急激な変動　　

　　等にあわせて随時開催する必要がある。

（２）協定締結企業との連携による意見交換・セミナー等
　　　経済・社会環境の急激な変動にも対応して産業・商業振興や人材育成に取り組めるよう、引き続き中小企業等のニーズに沿った内容にする必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

（１）有識者会議
　　　県内の景気動向を的確に把握し、効果的な産業政策を立案するため、　　今後も県経済の急激な変動等にあわせて随時開催する。
（２）協定締結企業との連携による意見交換・セミナー等
引き続き中小企業等のニーズを把握し、民間のノウハウや知見を活かした意見交換やセミナー等を開催するため、地域の活性化や県の産業・商業振興、中小企業等の支援につながる取組みを促進する。


（他事業と組み合わせて実施する場合の事業効果）
	組み合わせ予定のイベント又は事業名及び所管課
	【○○課】

	組み合わせて実施する理由や期待する効果　など
	


